
７ 予算額等 単位：千円

予 算 額 決 算 額 予 算 額 決 算 額

　－ 2,450,900,000 　－ － 　－ 2,621,400,000

独自財源から
の 収 入 額

補 助 金 等

　－ 2,270,300,000 　－ － 　－ 2,225,300,000

独自財源から
の 収 入 額

補 助 金 等

　－ 2,221,700,000 　－ － 　－ 2,131,200,000

独自財源から
の 収 入 額

補 助 金 等

　－ 2,154,100,000 　－ － 　－ 2,074,000,000

独自財源から
の 収 入 額

補 助 金 等

　－ 2,096,200,000 　－ － 　－ 2,039,700,000

独自財源から
の 収 入 額

補 助 金 等

　－ 2,028,300,000 　－ － 　－ 1,974,300,000

独自財源から
の 収 入 額

補 助 金 等

　－ 　－ 　－

独自財源から
の 収 入 額

補 助 金 等

事　業　経　費 経　常　経　費

予算額・決算額

予 算 額 決 算 額

予算額・決算額

予算額・決算額

予算額・決算額

13年度

14年度

15年度

16年度

備　考　企業会計原則に準拠して会計を整理しており、作成要領にそっての記載は困難。本件は、決算額は当該年度決算の
数値を採用し、決算額は、営業収益と営業外収益の合計額を計上。事業経費・経常経費での会計整理を行っていないため、
経常経費に営業費用と営業外費用の合計額を計上することで回答する。内訳については、当省としてデータを保有しておら
ず、法人から、他社との競争対抗上の問題が生ずることから公表できない旨の回答があったことから、本件については回答
できない。なお、金額は開示ベース（億円単位）のものを千円単位に整理して回答する。

17年度

18年度

予算額・決算額

19年度

予算額・決算額

予算額・決算額



８ 資産・負債・資本
（１）資産 単位：千円

１３年度 5,096,360,000 473,690,000 18,743,000

１４年度 4,452,006,000 117,188,000 22,062,000

１５年度 4,225,819,000 107,119,000 22,875,000

１６年度 4,080,829,000 111,479,000 21,708,000

１７年度 3,981,828,000 90,274,000 68,406,000

１８年度 3,871,023,000 60,710,000 58,438,000

（２）負債 単位：千円

政府保証
の有無

3,614,410,000 89,128,000 無

2,951,180,000 217,656,000 無

2,680,893,000 276,201,000 無

2,530,087,000 200,090,000 無

2,429,264,000 193,746,000 無

2,321,431,000 242,625,000 無

（３）資本 単位：千円

1,481,950,000 0

1,500,826,000 0

1,544,926,000 0

1,550,741,000 0

1,552,563,000 0

1,549,591,000 0

日本電信電話株式会社

日本電信電話株式会社

0

特別償却準備金

－

－

0

3,300,000

有価証券 建    物

負　　　　　　　　債

555,067,000

503,489,000

190,870,000

178,272,000

657,886,000

614,427,000

負 債 合 計 短 期 借 入 金
借　入　先

長　期　借　入　金

政 府 出 資 金
積　　立　　金

種　　別
資 本 合 計

1,065,285,000

金　　額

資　　　　　　　　本

1,341,487,000

1,055,194,000日本電信電話株式会社

１３年度

１５年度

資　　　　　　　　産

土 地資 産 合 計 現金及び預金

１６年度

１４年度

１７年度

１８年度

199,500,000

1,234,612,000

借　入　額

578,131,000

197,728,000

193,679,000

187,357,000 520,264,000

日本電信電話株式会社 1,058,132,000

0

日本電信電話株式会社 1,074,757,000

日本電信電話株式会社

１８年度
－

１３年度

１４年度

１５年度

１６年度

１７年度
－

－

備　考　平成１８年５月より会社法（平成１７年法律第８６号）が施行されたことに伴い、資本の平成１８年度の欄は「純
資産」の額を計上している。なお、金額は開示ベース（百万円単位）のものを千円単位に整理して回答する。

0

0



９　現物出資・無償譲渡資産等
（１）現物出資された資産 単位：千円

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

（２）無償譲渡された資産 単位：千円

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

（３）土地、建物等の無償使用の提供を受けている有無
１４年度末 １５年度末 １６年度末 １７年度末

備　考　本件について、当省としてデータを保有しておらず、法人から、他社との競争対抗上の問題が生ずることか
ら公表できない旨の回答があったことから、本件については回答できない。

１５年度末

１６年度末

１７年度末

１８年度末

１８年度末

備　考　本件について、当省としてデータを保有しておらず、法人から、他社との競争対抗上の問題が生ずることか
ら公表できない旨の回答があったことから、本件については回答できない。

１３年度末

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

１３年度末

１４年度末

１８年度末

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

備　考　本件について、当省としてデータを保有しておらず、法人から、他社との競争対抗上の問題が生ずることか
ら公表できない旨の回答があったことから、本件については回答できない。

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

１６年度末

１５年度末

１４年度末

１３年度末

１７年度末



１０　法定監査、任意監査の有無と監査法人名等
監査法人名

監査法人名

監査法人名

監査法人名

監査法人名

監査法人名

監査法人名

監査法人名

監査法人名

監査法人名

監査法人名

監査法人名

法定監査の根拠
法規

（注）法定監査義務のない法人は、法定監査の監査法人名の欄にその旨を明記すること。

株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第２条
会社法第４３６条（平成１８年度監査から）

備　考　本件について、当省としてデータを保有しておらず、法人から、利害関係者以外の公表はできない旨の回答が
あったことから、本件については回答できない。

18年度

法
定
監
査

監査意見

任
意
監
査

監査意見

14年度

13年度

監査意見

法
定
監
査

任
意
監
査

監査意見

監査意見

監査意見

監査意見

任
意
監
査

法
定
監
査

任
意
監
査

17年度

法
定
監
査

監査意見

監査意見

監査意見

任
意
監
査

監査意見

15年度

法
定
監
査

監査意見

任
意
監
査

16年度

法
定
監
査



（１）収入に係る主要10位までの取引先の名称、取引の概要及び額 単位：千円

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

（注）取引先との取引が全て随意契約である場合はＸ、取引の一部に随意契約がある場合はＹを、取引の概要の末尾にそれぞれ付すこと。

備　考　本件について、当省としてデ－タを保有しておらず、法人から、他社との競争対抗上の問題が生ずることから公表できない旨の回答があったことから、本件については回答できない。

１８年度

9 位

10 位

1 位

2 位

3 位

4 位

１１　収入及び支出に係る上位10位までの取引先の名称等

１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度

5 位

6 位

7 位

8 位



（２）支出に係る主要10位までの取引先の名称、取引の概要及び額 単位：千円

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

取　引　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

（注）取引先との取引が全て随意契約である場合はＸ、取引の一部に随意契約がある場合はＹを、取引の概要の末尾にそれぞれ付すこと。

１５年度 １６年度１３年度 １４年度

備　考　本件について、当省としてデ－タを保有しておらず、法人から、他社との競争対抗上の問題が生ずることから公表できない旨の回答があったことから、本件については回答できない。

8 位

9 位

10 位

1 位

2 位

6 位

7 位

１７年度 １８年度

4 位

5 位

3 位



（３）未収金に係る主要10位までの取引先の名称、取引の概要及び額 単位：千円

取引先の名称

 取引の概要

未　収　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未　収　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未　収　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未　収　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未　収　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未　収　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未　収　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未　収　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未　収　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未　収　額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

（注）取引先との取引が全て随意契約である場合はＸ、取引の一部に随意契約がある場合はＹを、取引の概要の末尾にそれぞれ付すこと。

１４年度 １８年度１３年度

1 位

2 位

6 位

備　考　本件について、当省としてデ－タを保有しておらず、法人から、他社との競争対抗上の問題が生ずることから公表できない旨の回答があったことから、本件については回答できない。

１７年度１５年度 １６年度

3 位

4 位

5 位

7 位

8 位

9 位

10 位



（４）未払い金に係る主要10位までの取引先の名称、取引の概要及び額 単位：千円

取引先の名称

 取引の概要

未払い額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未払い額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未払い額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未払い額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未払い額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未払い額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未払い額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未払い額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未払い額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

取引先の名称

 取引の概要

未払い額

（うち 随意契約）

＜うち 特命随契＞

（注）取引先との取引が全て随意契約である場合はＸ、取引の一部に随意契約がある場合はＹを、取引の概要の末尾にそれぞれ付すこと。

10 位

6 位

7 位

１３年度 １４年度

3 位

4 位

5 位

2 位

１６年度１５年度

1 位

備　考　本件について、当省としてデ－タを保有しておらず、法人から、他社との競争対抗上の問題が生ずることから公表できない旨の回答があったことから、本件については回答できない。

１７年度 １８年度

8 位

9 位



単位：千円、％

１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度

総売上額(a)

当該特殊法人に係る売上
額(b)

総売上額に占める割合
（b/a）×100

取引の概要

子会社、関連会社、関連公益法人の別

１２　関係法人(子会社、関連会社、関連公益法人）に対する出資額、関係法人の売上額等

関係法人名

備　考　本件について、当省としてデ－タを保有しておらず、法人から、他社との競争対抗上の問題が生ずることから公表できない旨の回答があったことから、本件については回答できない。

役員一覧

当該特殊法人からの再就
職者は
（　）に、又は
旧組織からの再就職者は
＜　＞に、
それぞれ最終役職名を記
入

当該特殊法人からの出資
額
18年度の下段は出資総額



１４　平成1８年度における支出の概要

（１）支出件数等

支出件数

契約に基づく件数

特命随意契約件数

　　　　　当該特殊法人及び旧組織の職員が再就職する法人に対する件数

　　　　　当該特殊法人以外の特殊法人に対する件数

　　　　　独立行政法人に対する件数

　　　　　公益法人に対する件数

（２）支出目的、相手先等 単位：千円、％

最初の
支出年月

支出
回数

最初の
支出年月

支出
回数

随意契約件数

総件数

　　　　　所管省庁の職員が再就職する法人に対する件数

　　　　　当該特殊法人の出資する法人に対する件数

備　考　本件について、当省としてデータを保有しておらず、法人から、他社との競争対抗上の問題が生ずることから公表できない旨の回答があったことから、本件については回答できない。

支出の相手先 類型

契約によるもの 契約によらないもの

注記契約
年月

支出年月

支出目的 契約形態 金　額 落札率

支出年月

支出目的 金  額

（注）
１　支出相手先の類型：当該特殊法人及び旧組織からの再就職者が所属する法人である場合は「a」、所管省庁からの再就職者が所属する法人である場合は「b」、当該特殊法人の出資する法人である場合は「ｃ」、当該特殊法人以外
の特殊法人である場合は「ｄ」、独立行政法人である場合は「ｅ」、公益法人である場合は「ｆ」を記入している。
２　「契約によるもの」は、調査対象の特殊法人が、一般競争入札、指名競争入札、随意契約（不落随契、企画競争、公募等を含む）により支出したものを記入している。随意契約については、特定の相手方を指定して行う特命随意契
約の場合は「随意契約Ａ」、それ以外の場合を「随意契約Ｂ」と分類して記入している。
３　「契約によらないもの」には、補助金、助成金、融資・出資等及び借入金の返済等を記入している。
４（１）平成18年度に契約又は支出を行ったものを調査の対象としている。ただし、単価契約の場合は18年度中の総支出額を記載している。
　（２）「契約によるもの」の「支出年月」の※は、支出が19年度以降にわたるものである。
　（３）落札率の＊は、契約金額に変更があったものである。

備　考　本件について、当省としてデータを保有しておらず、法人から、他社との競争対抗上の問題が生ずることから公表できない旨の回答があったことから、本件については回答できない。



１７　出資法人一覧

単位：千円、％

出資先法人名 出資総額 出資比率

合　　　計 52,120,000

（注）　出資総額は、平成18年度末における金額である。

備　考　本件について、当省としてデータを保有しておらず、法人から、他社との競争対抗上の問題が生
ずることから公表できない旨の回答があったことから、本件については出資額合計を回答する。なお、金
額は開示ベース（百万円単位）のものを千円単位に整理して回答する。



１８　平成1８年度における売却資産等の概要

（１）　有価証券
単位：千円

増額 減額

（２）　固定資産
単位：千円

種　　類 資産名 売却契約日 所在市区町村 面積（㎡） 帳簿価額 売却価額 売却損益

（注）　帳簿価額50万円未満のものを除く。

備　考　本件について、当省としてデータを保有しておらず、法人から、他社との競争対抗上の問題が生ずることから公表できない旨の回答があったことから、本件に
ついては回答できない。

期末残高

合　計

年度内増減
種    類 期首残高

備　考　本件について、当省としてデータを保有しておらず、法人から、他社との競争対抗上の問題が生ずることから公表できない
旨の回答があったことから、本件については回答できない。
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